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資料出所：「レイバーレター」（北海道労働局）

　

資料出所：「レイバーレター」（北海道労働局）

◆　月間有効求人倍率（常用）の推移

　【　道内主要地域（職業安定所別）の月間有効求人倍率（常用）　】

　※　札幌圏：札幌、札幌東、札幌北の管轄する区域の数値を取りまとめたもの。

・令和６年１月における、北海道の月間有効求人倍率(常用)は1.00倍(前年同月比▲0.11ポイント)と、
　10ヶ月連続で前年同月を下回った。
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◆ 新規求人に占めるパートタイム求人及び正社員求人の推移
【　新規求人におけるパート・フルタイムの別 】

・令和６年１月における、道内の新規求人数（常用）は29,213人（前年同月比▲7.0％）。

　32.3％（前年同月比＋0.4％）。

【　新規求人における正社員・正社員以外の別　】 　

・令和６年１月における、北海道の正社員有効求人倍率は0.83倍（前年同月比▲0.05ポイント）。

・パート求人数は9,430人（前年同月比▲6.1％）で、新規求人数（常用）に占めるパート求人数の割合は

資料出所：レイバーレター（北海道労働局）

＊パートタイム
 1週間の所定労働時間が同一の事務所に雇用されている通常の労働者の1週間の所定労働時間に比し短い者をいう。
「一般職業紹介状況」

＊正社員有効求人倍率＝正社員有効求人数／常用フルタイム有効求職者数。
　なお、常用フルタイム有効求職者にはフルタイムの派遣労働者や契約社員を希望する者も含まれるため、厳密な意味での正社員有
効求人倍率より低い値となる。
＊「正社員以外」とは、パートタイム労働者、派遣労働者、契約社員、準社員、嘱託等の、正社員・正職員でない者である。
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◆ 人手不足に係る主な職業等の有効求人倍率（常用）の推移及び新規求職者の年齢別状況

【人手不足に係る主な職業等の有効求人倍率（常用）の推移】

資料出所：職業安定業務主要指標（北海道労働局）

【新規求職者の年齢別状況（常用計）】

資料出所：レイバーレター（北海道労働局）

・令和６年１月の年齢別新規求職者数は、55～59歳以下は女性の求職者数が男性の求職者を上回り、
　60～64歳以上では男性の求職者数が女性の求職者数を上回っている。
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◆ 就業率及び非正規職員・従業員の割合の推移

【　就業者数及び就業率の推移　】

資料出所：労働力調査（総務省）

【　非正規職員・従業員割合の推移　】

資料出所：労働力調査（総務省）

・  令和５年10～12月期における本道の就業者数は、263万人(前年同期比+４万人)。
・  令和５年10～12月期における本道の就業率は、57.5%(前年同期比＋1.2ポイント)。

・  令和５年10～12月期における本道の非正規職員・従業員数は、88万人(前年同期比＋４万人)。
・  令和５年10～12月期における本道の非正規職員・従業員の割合は、39.5%(前年同期比＋1.5ポイント)。
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◆ 労働力人口比率及び勤労者世帯の可処分所得の推移
【　労働力・非労働力人口と労働力人口比率の推移　】

※労働力人口比率 ＝ 労働力人口 ／ １５歳以上人口 資料出所：労働力調査（総務省）

【　勤労者世帯の可処分所得の推移（北海道） 】

＊可処分所得：「実収入」から税金､社会保険料などの「非消費支出」を差し引いた額で､いわゆる手取り収入のこと。

資料出所：家計調査（総務省）

・ 令和５年10～12月期の本道の労働力人口は、270万人(前年同期比 +３万人 )。

・ 令和６年１月の勤労者世帯の可処分所得は365,894円(前年同月比▲5.2％)。
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